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新規箇所評価の
基本的考え方について



佐賀県公共事業評価システム

改善措置の検討、同種事業計画等への反映、評価手法の改善
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不採択

新規箇所採択にあたり、公共事
業の効率性及びその実施過程
の透明性をより一層向上させる

新規評価新規評価

保
留

事業採択後一定期間を経過した
事業について、必要に応じてそ
の見直しを行うほか、中止等を
行う

再評価再評価

事業完了後の効果等を確認し、
必要に応じて適切な措置を検
討するとともに、事後評価の結
果を今後実施する事業の計画、
又は実施中の事業に反映させ
る

事後評価事後評価



新規箇所評価の基本的考え方について

新規箇所評価は、新たに事業に着手しようとする箇所について、事業区
分毎に新規評価マニュアルに基づいて「事業の位置付け」「必要性・効
果」「実施環境」の視点から評価を行い、その箇所の予算化の優先度を決
定し、新規箇所の決定過程の透明性を図るものです。

評価は、現地機関が、新規評価マニュアルに基づいて評価調書を作成し、
各事業担当課による評価（１次評価）、県土づくり本部による評価会議
（２次評価）を経て評価が確定します。

確定した評価結果が、判断Ⅰ、Ⅱの箇所は予算化が可能ですが、判断Ⅲ
の箇所は予算化ができません。

判断Ⅰ、Ⅱの箇所の中から、県土づくり本部の基本戦略に沿って充点実
施項目や合併支援プラン、特定プロジェクト推進のための振興策等を優先
し、選択と集中により新規箇所の予算化を行いました。



平成１９年度 新規箇所決定までの流れ
対象事業：県が事業主体の公共事業

※ただし、災害復旧事業、全体事業費が１千万円未満の小規模事業を除く

○プロジェクト関連事業
○地元等要望
○県の施策上必要な事業等

現 地 機 関

事業担当課
（１次評価）

新規評価マニュアルにより評価調書を作成

◎県土づくり本部の基本戦略

◎選択と集中

◎新規箇所の予算化方針

＜県の施策、戦略との整合性＞
○充点実施項目
○合併支援プラン
○特定プロジェクト推進のための振興策等

検討・確認

検討・確認

検討・確認

新規箇所公表

県土づくり本部
新規箇所評価会議
（２次評価）
評価の確定

予算
編成

新規箇所
決定

委員会へ報告

平成１８年
１２月頃

当初予算［平成１９年３月］
補正予算［平成１９年７月］

平成１９年８月



新規評価マニュアル改訂

【農地整備課】

産業活性化事業

対象事業：土地改良総合整備事業



今回のマニュアル改訂点

Ⅰ．事業名の変更

Ⅱ．評価視点「位置付け」の見直し



経営体育成基盤整備事業
地域のニーズに応じた農業生産基盤の整備を行います

ほ場整備

農道の整備

農地の排水対策

排水不良

水路の整備



Ⅰ．事業名の変更

事業名

『土地改良総合整備事業』→『経営体育成基盤整備事業』

○採択農地面積の変更 ６０ha以上 → ２０ha以上

○担い手農家数の増加

○担い手農家が経営する農地面積の増加

事業要件の変更点

※担い手農家とは、認定農業者(経営４ha以上)や
集落営農組織(経営２０ha以上)



Ⅱ．評価視点「位置付け」の見直し

統合による見直し

［今回見直しを行った指標］

基準値を見直し

農地の高度利用

経営規模の拡大

指定作物(麦・大豆・飼料作物)の拡大

各種計画との整合性

農業生産性の向上

産地としての集団的取り組み

産地指定作物(野菜・果樹)の導入

農業振興地域整備計画等

農業振興

Ⅰ．位置付け
（県の施策や役割）

（評価視点） （評価項目） （評価指標）

現行【評価体系図】

〔その１〕‥‥

〔その２〕‥‥



〔その１〕

☆本県では、裏作で麦などが盛んに栽培されているため、耕地利用率
及び麦などの作付率が高い

【見直し内容】
２指標を統合し、本県の耕地利用率を判断基準とした見直しを行う

【現行の評価】

○評価指標『農地の高度利用』

事業後、耕地利用率（※１）が１０％以上増加すること

○評価指標『指定作物の拡大』

事業後、麦・大豆・飼料作物の作付率（※２）が２５％以上となること

～佐賀県の実態を見ると～
これに対し

見直し

※１ 耕地利用率 １４４％（H18）‥‥全国１位（全国平均値は９３%)

※２ 麦・大豆・飼料作物の作付率 ６７％（H18）‥‥（全国平均は１８％）



具体的な評価方法

耕

地

利

用

率

耕地利用率とは

１年間を通じて
作付される農地面積 （％）

× １００
農地面積

増加の程度で
評価する

採択時 完了後

県平均値
144%

２０点

１０点

０点



〔その２〕

○評価指標『経営規模の拡大』

事業後、担い手が経営する農地の面積が概ね４０％以上増加すること

または、地区の農地の２５％以上を担い手が経営すること

【現行の評価】

これに対し

見直し

☆担い手農家への農地の集積が急速に進んだため、県内の集積率が高まった

【見直し内容】
本県の担い手農家が経営する農地の集積率を判断基準とした見直しを行う

～佐賀県の実態を見ると～

・Ｈ１９の経営安定対策を契機に集落営農の急速な組織化が進んだ

・これら担い手農家は、県内水田の６４％を経営している

※経営安定対策とは、担い手農家の
所得を補償する制度



具体的な評価方法

集

積

率

増加の程度で
評価する

採択時 完了後

県平均値
64%

２０点

１０点

０点

担い手農家が経営する
農地の集積率とは

担い手農家が
経営する農地面積 （％）

× １００
農地面積



耕地利用率(水田)

全国 九州 佐賀

利用率

麦、大豆、飼料作物
の作付け(水田)

全国 九州 佐賀

作付け率

93%
111%

144%

100%

50%

150%

18%
37%

67%

100%

50%

参考資料〔その１〕



参考資料〔その２〕

担い手農家が経営する農地面積率

経営安定対策前 現 在

集
積
率 100%

50%

25

64
※経営安定対策への
加入面積ベース
・全国26%
・九州25%


